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一
般
会
計
決
算
額
は
、
歳
入
総

額
が
１
３
４
億
８
３
３
２
万
７
千

円
、
歳
出
総
額
が
１
２
８
億
５
７

５
９
万
９
千
円
と
な
り
ま
し
た
。

電
算
シ
ス
テ
ム
の
統
合
な
ど
多
額

の
合
併
関
連
経
費
を
要
し
た
前
年

度
決
算
（
※
旧
市
町
決
算
額
を
加

え
た
通
年
決
算
額
）
と
比
較
す
る

と
、
歳
入
で
１１
・
７
％
、
歳
出
で

１０
・
９
％
そ
れ
ぞ
れ
減
額
と
な
り

ま
し
た
。

歳
入
で
は
、
市
税
が
３６
億
９
２

３
６
万
８
千
円
と
な
り
、
前
年
度

比
８
７
０
８
万
円
の
増
額
と
な
り

ま
し
た
。
ま
た
、
地
方
交
付
税
は

４５
億
１
５
３
５
万
２
千
円
と
７
年

ぶ
り
に
増
加
に
転
じ
、
前
年
度
か

ら
２
億
９
９
０
５
万
８
千
円
の
増

額
と
な
っ
て
い
ま
す
。
一
方
、
財

源
不
足
を
補
う
基
金
か
ら
の
繰
入

金
や
市
債
は
、
歳
出
規
模
の
縮
小

な
ど
に
伴
い
、
前
年
度
か
ら
と
も

に
８
億
円
を
超
え
る
減
額
と
な
り

ま
し
た
。

歳
出
で
は
、
八
日
市
場
駅
南
口

広
場
や
市
道
の
整
備
な
ど
の
投
資

的
経
費
が
１２
億
２
２
３
万
７
千
円

と
な
っ
た
ほ
か
、
人
件
費
や
市
債

を
返
済
す
る
経
費
で
あ
る
公
債
費
、

生
活
保
護
費
や
児
童
手
当
な
ど
の

扶
助
費
と
い
っ
た
義
務
的
経
費
は

６６
億
８
４
７
２
万
２
千
円
と
な
り
、

歳
出
総
額
の
ほ
ぼ
半
分
を
占
め
て

い
ま
す
。

平
成
１８
年
度
決
算
か
ら
市
の
財

政
状
況
を
年
度
別
に
比
較
し
て
み

ま
す
。
左
ペ
ー
ジ
の
グ
ラ
フ
は
、

平
成
１７
年
度
ま
で
は
旧
市
町
の
決

算
額
を
合
算
し
そ
れ
ぞ
れ
通
年
ベ

ー
ス
の
決
算
に
置
き
換
え
、
年
度

別
に
歳
入
・
歳
出
及
び
主
な
財
政

指
標
の
推
移
を
表
し
た
も
の
で
す
。

歳
入
の
根
幹
と
な
る
市
税
は
、

平
成
９
年
度
と
比
較
す
る
と
３
億

６
千
２
百
万
円
、
ま
た
、
普
通
交

付
税（
臨
時
財
政
対
策
債
を
含
む
）

は
こ
の
１０
年
で
６
億
５
千
７
百
万

円
の
減
額
と
な
っ
て
い
ま
す
。

こ
れ
ま
で
財
源
不
足
に
つ
い
て

は
、
財
政
調
整
基
金
な
ど
を
取
り

崩
し
て
補
っ
て
き
ま
し
た
が
、
平

成
１８
年
度
末
に
は
こ
れ
ら
の
基
金

も
ほ
ぼ
底
を
突
き
つ
つ
あ
り
ま
す
。

今
後
、
人
件
費
の
削
減
な
ど
合

併
に
よ
る
財
政
効
果
は
期
待
で
き

る
も
の
の
、
当
面
は
な
お
一
層
厳

し
い
状
況
が
続
く
こ
と
か
ら
、
市

で
は
財
政
の
健
全
化
を
最
優
先
課

題
に
、
持
続
性
と
自
律
性
の
あ
る

財
政
運
営
の
実
現
に
取
り
組
ん
で

い
き
ま
す
。

平平
成成
１１８８
年年
度度
決決
算算

開通した八日市場駅自由通路

平
成
１８
年
度
決
算
と
市
の
財
政
状
況
を

お
知
ら
せ
し
ま
す

平
成
１８
年
度
の
各
会
計
の
決
算
が
ま
と
ま
り
ま
し
た
。
匝
瑳
市
と

し
て
は
二
度
目
の
決
算
で
す
が
、
前
年
度
は
合
併
日
の
１
月
２３
日
か

ら
３
月
末
ま
で
の
決
算
調
製
で
あ
っ
た
こ
と
か
ら
、
通
年
ベ
ー
ス
に

よ
る
決
算
と
し
て
は
今
回
が
初
め
て
と
な
り
ま
す
。

平
成
１８
年
度
決
算
か
ら
見
た
市
の
財
政
状
況
に
つ
い
て
、
一
般
会

計
を
中
心
に
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

財財
政政
状状
況況
のの
推推
移移

主主 なな 事事 業業 平平成成１１８８年年度度会会計計別別決決算算額額

市内循環バスの運行・・・・・・・・・・・・５，３５８万円
老人保護措置費・・・・・・・・・・・・・・９，１５３万円
養護老人ホーム「瑞穂園」の管理委託・・ １億３，０４０万円
児童手当・・・・・・・・・・・・・・・ ２億２，８４１万円
保育所の運営・・・・・・・・・・・・・ ６億７，０６８万円
生活保護費・・・・・・・・・・・・・・ ２億５，８５５万円
病院事業の運営補助・・・・・・・・・・ ３億５，４１６万円
水道企業団水道事業補助・・・・・・・・ ２億６，８１５万円
排水機場維持管理費・・・・・・・・・・ １億 ６６万円
道路の新設改良費・・・・・・・・・・・ ４億１，６３０万円
八日市場駅南口広場整備（自由通路）・・ １億９，７７３万円
消防組合の運営・・・・・・・・・・・・ ６億３，３５０万円
野手浜総合グラウンド整備・・・・・・・・・６，２６４万円

【一般会計】
歳入 １３４億８，３３３万円
歳出 １２８億５，７６０万円

【特別会計】
◇国民健康保険特別会計
歳入 ４５億８，００２万円
歳出 ４３億９，２６５万円

◇老人保健特別会計
歳入 ３０億４，７０８万円
歳出 ２９億８，９９９万円

◇介護保険特別会計
歳入 ２２億 ５４２万円
歳出 ２１億５，３９７万円

◇病院事業会計
収益的収支
収入 ２６億８，６５７万円
支出 ２６億７，０３４万円
資本的収支
収入 １億３，１４６万円
支出 ２億５，９５８万円

主主なな基基金金（（市市のの貯貯金金））

財政調整基金 ３億９，４６３万円
減債基金 ７万円
社会福祉振興基金 ５億 ２９７万円
ふるさと振興基金 １億９，１１５万円

土地開発基金 １億 ８５万円
スポーツ振興基金 １億 ２０万円
育英資金貸付基金 １億５，７３８万円
学校施設整備基金 ９，３４１万円

２広報そうさＨ１９．１１．１



◆市税
市町村民税・固定資産税・軽自動車税
・市町村たばこ税など
◆普通交付税
標準的な行政サービスを維持できるよ
うに、財源が不足する団体に対して国
から交付される財源
◆臨時財政対策債
普通交付税の減額分を補てんするため
の地方債。その元利償還金は全額が普
通交付税措置される
◆財政調整基金繰入金
財源の不均衡を調整するための積立金
（市の貯金）を取り崩した財源
◆市債
国や金融機関などから借り入れた財源
◆国・県支出金
特定の行政目的を達成するために、国
や県から交付される財源

◆人件費
特別職、一般職の給料や議員の報酬な
ど
◆公債費
市債の返済のための利息を含めた経費
◆投資的経費
道路・建物などの建設事業費、用地の
購入費、災害復旧費など
◆経常的繰出金
特別会計へ固定的に支出される経費

◆財政調整基金 財政の不均衡を調整するための積立金（市の貯金）◆市債 国や金融機関からの借入金

◆公債費比率
公債費（地方債の元利償還金）の標準財政規模に対する割合
※標準財政規模とは、地方公共団体の標準的な一般財源の規模を
表す数値。

◆経常収支比率
地方公共団体の財政構造の弾力性を示す指標
税など市が自由に使える財源を、人件費や扶助費、公債費など経
常的に支出する経費にどのくらい充当しているかをみることで、
財政の健全性を示す。
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